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に着目して分析している。そして、第 9 章「後発企業の成長 ―中国携帯電話機産業の
分析―」(木村公一郎) では、中国の携帯電話機産業をケース・スタディにして、先進国
企業と競争している後発企業が、どのような成長条件に直面しており、また、どのよう
な成長経路を歩むのかを分析している。 (文責 石井安憲) 

















第一節 はじめに           









入したものであったことが広く知られている。当初の中国は、国営企業 (state firm) が公
的価格 (official price) において計画割当生産量 (planned output quotas) を当局に供出する
ならば、それを超える生産量は市場価格で販売を許可するという二重価格制度 (a 











社の 80 % 以上が国営企業によって占められており、その意味において、主要産業の殆
どが、政府によってコントロールされている巨大国営企業によって支配されているので
ある (ジェトロ (2004) を参照)。 






















例えば、李 (W. Li, 1999) は、ロシアの経済改革に比較して中国の経済自由化政策が一
層安定的であったことを分析している。また、李 (W. Li, 1997) 及びノーグトンとラーデ













































という経済自由化政策 (経済解放政策とも言う) を採用するものとする 。 
)( QX −
)4(




X を生産する総費用は、  > 0 および  > 



















),( QXCC = , > 0, > 0, > 0, > 0, > 0,             (1)  XC XXC QC QQC XQC


















 さて、(1) で表わされる費用関数を用いると、中国国営企業の利潤 π  は、 
    π  =  +  QpQ ))(( * QXXXP −+ ),( QXC− ,                  (2) 
と定義される。ただし、  は、  < 0 という性質を持つ第三国市場
における逆需要関数である (以下、アスタリスク * の付いた変数は、中国の変数と同じ
概念を持つ資本主義国の変数を表わすものとする)。もちろん、完全な自由化が達成され
た時には Q  = 0 が成立するので、(2) は 
)( *XXP + )( *' XXP +
π  =  XXXP )( *+ )(XC−  となる。中国の国
営企業は、他の変数を所与として、(2) で定義された利潤を最大化するように自己の生
産量 X  を選択するのである 。他方、資本主義国の私的企業は、自己の生産量の全て
を自由に第三国に輸出できるので、その利潤は、通常の定義と同様に 
)6(
             =                         (3) *π ** )( XXXP + )( ** XC−
と表わされる。ただし、 *X  は私的企業の生産量、そして、  は、  > 0 お
よび  > 0 という性質を持つ私的企業の費用関数である。資本主義国の私的企
業は、他の変数を所与として、(3) で定義される利潤を最大化するように生産量 








る資本主義国の経済厚生  は生産者余剰  に等しい一方、中国の経済厚生 W  は、*W *π
 
政府余剰  と生産者余剰 QPPG QS )( −= π  の和となる。それゆえ、 
        W  =  SG π+ ,                                           (4) 
         =                                                     (5) *W *π
が成立する。各国政府は、それぞれ、(4)、(5) で定義される自国の経済厚生を最大化す
るように政策変数を決定すると見なされる。 



























            +   = 0,                    (6)  )(DP XDP )(' ),( QXCX−
            = 0,                   (7)   )(DP *' )( XDP+ )( **' XC−
 
を同時に満たす X  と *X  のペアーによって与えられる。ここで、D  は ( *XX + ) で











 一見して明らかなように、中国政府によって決定される公的な財価格  は、(6) と 
(7) 式の何れにも含まれないので、第二段階におけるクルノー・ナッシュ均衡は, 中国の
公的財価格に直接には依存せず、それゆえ、両企業の生産・輸出決定は、中国の公的財
価格から独立になる。しかし、(6) は共に中国の割当生産量 Q  を含むので、産業均衡に
おける中国国営企業と資本主義国の私的企業の生産量は、共に中国の割当生産量 Q  に
依存する。そこで、以下この節では、中国と資本主義国から構成される新しい国際貿易
体制における中国の経済自由化政策の効果と意義を明らかにするため、(6) と (7) を用




 中国の生産割当量  の変化が産業均衡に与える効果を求めるため、(6) と (7) の両
辺を 
Q
X 、 *X  および  に関して全微分して整理すると、 Q






































 に関して、(1),  (8) および (9) より、 
 









 < 0                            (10)    
















∂  － 1 < 0                                  (10)’ 
 が成立する。したがって、(10) と(10)’ より、次の命題が提出される。 
 
命題 1.  







他方、(1), (8) および (9) を考慮すると、中国の割当生産量  の変化が資本主義国の
私的企業の生産量 = 輸出量 
Q




∂ *  に関して、次の式が成立する。す
なわち、 




∂ *  = ∆−
*
*XXXQC π  > 0.                                 (11)       
この式は、中国の経済自由化の進展が、資本主義国の私的企業による第三国への輸出を





  さらに (10) と (11) より、中国の経済自由化の進展が、中国と資本主義国から第三
 
国への総輸出量 (= 第三国における当該財の消費量) を増加させることが示される。すな
わち、第三国への総輸出量  は、中国と資本主義国の生産量の和に等しいので、  = D D
*XX +  が成立する。それ故、この式の両辺を  に関して微分して、(1), (8), (10) およ
び (11) を考慮すると、  
Q












∂ *  =  ∆






命題 2.  



















さて、  を考慮すると、中国の経済厚生は、  QPPG QS )( −=
XXXPW )( *+=                                             (4) ),( QXC−
となるので、この両辺を  で微分して (1), (6), (11) および < 0 を考慮すると、 Q )(' DP
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いて定義されたように  =   で表わされる。したがって、 をQ  に関して微分
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Q
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∂*' )(  > 0                                  (14) 




他方、当該財の貿易から得られる第三国の経済厚生を  とすると、 TW





と定義される。それゆえ、  を  で微分して、(12) と < 0 を考慮すると、 TW Q )(
' DP
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補論   













            +   = 0,                       (6)  )(DP XDP )(' ),( QXCX−
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る効果を分析するため、(6) および (7)’ の両辺を
*s
X 、 *X および に関して全微分し
て整理すると、次式が成立する。すなわち、 
*s
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∂  > 0                     (18)  
が成立するので、資本主義国の政府が設定する補助金の上昇は、両国企業の第三国への




*W  =                                                  (5)’ *π *s−
と書き直される。この式の右辺の第一項は、資本主義国の私的企業の利潤であり、第二
項は、私的企業への輸出補助金の支払額である。資本主義国の政府は、(5)’ で定義され















∂−  =  0                           (19) 
 によって与えられる。もちろん、最大化の第二階の条件は、満足されているものと
する。それゆえ、(17) を考慮すると、(19) より、 



















ることを示している。さらに、これらの結果をブランダー・スペンサー (Brander, J. & 








1. たとえば、Dong and Putterman (2002, 2003), Gordon and Li (1991), Jefferson and Rawski 
(1994), Li (1997, 1999), および Lin, Cai and Li (1998) を参照。 
2. 中国の経済改革期には、所属する国営企業が、自己の生産物のほとんどを海外に輸出
し資本主義国の私的企業と競争していたという意味において、第三国貿易モデルが当て
はまるような産業が多数存在した。我々のモデルは、Brander and Spencer (1985), Eaton and 
Grossman (1986) およびその他の人々によって構築されたクルノー的国際寡占の第三国
貿易モデルに依存する。が、さらに、Eaton and Grossman (1986) は、ベルトラン的国際
寡占の第三国モデルを開拓した。これらのオリジナルな国際寡占の第三国貿易モデルは、
国際貿易理論に大きなインパクトを与えたが、それらは全て、資本主義国の私的企業の
みから構成される国際寡占を前提にしていた点で、本論のモデルと異なっている。   













5. 共産主義国における企業の生産効率性に関しては、例えば、Bergson (1987, 1992), 
Danilin, Materov, Rosefielde and Lovell (1985), Murphy, Shleifer and Vishy (1992), Dong and 




6. クルノー的産業の安定化の条件に関しては、例えば、Okuguchi (1976) および Kolstad 
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第 1節 はじめに 


































ブランダー・スペンサー (Brander and Spencer, 1985) は、クルノー的国際寡占(また
は、国際複占)の第三国貿易モデルを構築して輸出補助金の効果とその最適水準を分析し、
輸出補助金は、その補助金を与えた国の輸出を増加しライバル国の輸出を減少させる効
果 (以下、B-S 的補助金効果と呼ぶ) を持つこと、および輸出補助金の最適水準は正で
ある (以下、B-S 的補助金政策と呼ぶ) ことを発見した。他方、エアトン・グロスマン 
(Eaton and Grossman, 1986) は、ベルトラン的国際寡占 (または、国際複占) の第三国
貿易モデルを構築し、そのモデルを用いて輸出補助金の効果とその最適水準を分析し、
輸出補助金は、補助金を与えた国のみならずライバル国の価格をも上昇させる効果 (以





































































































以上の前提の下で、クルノー的混合複占における利潤最大化企業の利潤  は、 Cπ
    = Cπ −− krxXxp ),( sxxwl +− )(                              (1)           
と定義される。ここで、  は利潤最大化企業の逆需要関数、),( Xxp x  と X  は、それぞ
れ利潤最大化企業と労働者管理企業の生産量、  は固定的資本コスト、  は、生産








他方、労働者管理企業の労働者一人当たり所得 CY  は、 
     CY  = 
L
















         < 0,  ≤ 0,  ≤ 0,   < 0,                    (3)                  xp Xp xP XP
 
である。ここで、下付き小文字を一個 (二個) 持つ関数、例えば、  および  は、
それぞれ関数  の 
xp Xp
),( Xxp x  と X  に関する一階 (二階) の偏微分を表わすものとする 
(本論では、以下同様の表示を採用する)。さらに、労働の投入量がゼロの時生産量はゼロ、
そして、労働の限界生産性は正かつ逓減的であるとする。それ故、両企業の労働の投入
関数  と  に関して、次の性質が成立する。すなわち、 )(xl )(XL
       = 0,  > 0,  > 0, )0(l xl xxl )(xlxlx −  > 0,  
)0(L  = 0,  > 0,  > 0, XL XXL )(XLXLX −  > 0,                (4)  
である。クルノー的混合複占においては、各企業は、それぞれ、ライバル企業の生産量
を所与として自己の生産量を決定する。すなわち、利潤最大化企業は、X  を与えられた
ものとして、利潤  を最大にするように Cπ x  を設定する一方、労働者管理企業は x  を
所与として、労働者一人当たりの所得 CY  を最大化する X  を選択するのである。 
 さて、クルノー的混合複占の第二段階におけるクルノー・ナッシュ均衡は、 
       = 0,                                       (5)    swlpxp xx +−+
       = 0,                     (6)  )()( XLSPXP ++X XLSXKRPX )( +−−
−
を同時に満たす x  と X  のペアーで与えられる。ここで、(5) は、利潤最大化企業の





         < 0,  < 0,  < 0,  < 0,   > 0,       CxF CXF CxI CXI CxF CXI CXF− CxI
C
xF  <  < 0,    <  < 0,                              (7)    CXF CXI CxI
である。ここで、  と  は、それぞれ (5) と (6) の左辺を表わしてい
る。それ故、  < 0 と  < 0 は、それぞれ、利潤最大化企業と労働者管理企業の最
適化の第二階の条件が成立することを意味している。 










        x  = ,   ),( Ppx X  = ,                            (8)  ),( PpX
で与えられ、次のような性質を持つものと仮定される。 
px  < 0,  ≥ 0,  +  < 0,  ≥ 0,  < 0,  +  < 0.   (9)                 Px px Px pX PX pX pX
ここで、(8) の x  と X  を (1) と (2) に代入すると, 利潤最大化企業と労働者管理企
業の目的関数は、それぞれ、 
     =  Bπ −− krPppx ),( ),()),(( PpsxPpxwl +− ,                      (10) 








ッシュ均衡は、以下の二つの均衡条件を同時に満たす  と p P  のペアーとして与えら
れる。すなわち、第二段階における産業の均衡式は、 
       = 0,                                   (12)  ppxx + px xwl− psx+
     = 0,                 (13) )()( XLSXPXX ++ PP PX XLSXKRPX )( +−−
−
で与えられる。ここで、(12) は利潤最大化企業の第一階の条件 (反応関数とも呼ばれる) 
であり、そして、(13) は労働者管理企業の第一階の条件 (反応関数とも呼ばれる) であ
る。前項と同様の理由により、産業均衡の安定条件は局所的に満足されており、かつ、
ベルトラン的混合複占における企業の反応曲線は、共に右上がりであると仮定する。そ
れゆえ、(12) と (13) の左辺をそれぞれ  と  で表わすと、 ),( PpF B ),( PpI B
      < 0,  > 0,  > 0,  < 0,   > 0,              BpF BPF BpI BPI BpF BPI BPF− BpI
    < BPF BpF ,    < BpI BPI .                                     (14) 
















える効果を分析するため、(5) と (6) より、         



































を導出する。それゆえ、(7) と(15) を考慮すると、 




∂  = 
D




∂  = 
D
I Cx  < 0,                        (16)    




















に与える効果を分析するため、(5) と (6) より、次式を導出する。 









































∂  = 
D
FXLXL CXX )}({ −−  > 0,  




∂  = 
D

















価格に与える効果を導出することから議論を始める。(12) と (13) を 、p P  および  
に関して全微分して整理すると, 
s




































が成立する。それゆえ、(19) を解いて (14) を考慮すると、 




∂  = ∆




∂  = ∆
B
pp Ix  < 0                  (20) 
が求まる。ここで、∆  = =   > 0である。  BpF BPI BPF− BpI
 同様に、労働者管理国の輸出補助金の変化が、利潤最大化企業と労働者管理企業の価
格に与える効果を導出するため、(12) と (13) を 、p P  および  に関して全微分し
て整理すると次式を得る。すなわち、 
S




































である。それゆえ、(21) を解いて (14) と(4) を代入すると、 




∂  = ∆





∂  = ∆
− BpPX FXXLXL )}({  > 0.                  (22) 

























義国の総経済厚生 v  と労働者管理国の労働者一人当たりの経済厚生 V  は、それぞれ、 
        v  = π  - ,                                        (23)    sx
           V  = 
L
SXY −                                          (24)         
と定義される。したがって、第一段階において、資本主義国の政府は、(23) によって与
えられる v  を最大化するように自己の輸出補助金  を決定し、そして、労働者管理国













 クルノー的混合複占における資本主義国の総経済厚生 v  と労働者管理国の労働者一
人当たりの経済厚 生 V  は、それぞれ、以下のように特定化される。すなわち、 
         =  - ,                                (23)’        Cv ),( XxCπ sx
 
        =  CV ),( XxY C
)(XL
SX− .                              (24)’        
それゆえ、第二段階における最適化の条件 (5) と (6) を考慮すると、第一段階における 
 と  の最大化の第一階の条件は、それぞれ、 Cv CV











∂−  = 0,                               (25) 



















∂− )(/  = 0.                    (26) 
によって与えられる。もちろん、  と  の最大化の第二階の条件、および産業均衡
の安定条件は満たされているものとする。かくして、 (16) と  =  < 0 を(25) に







∂  = 
)(XL
Xpx  < 0 を (26) に代入すると、それぞれ、 










 > 0,                                       (27) 


















 < 0.                                (28) 
が成立する。したがって、 (27) と(28) より、次の命題が提出される。つまり、 
  
命題 4.クルノー的混合複占においては、資本主義国の最適輸出補助金は正である一方、
労働者管理国の最適補助金は負 (輸出税を意味する) である。 
















 ベルトラン的混合複占の場合、資本主義国の総経済厚生 v  と労働者管理国の労働者一
人当たりの経済厚 生 V  は、それぞれ、以下のように書き直される。すなわち、 
     =  - ,                                 (23)” Bv ),( PpBπ ( Ppsx , )




PpSX .                               (24)” 
したがって、第二段階における第 1階の条件を考慮すると、第一段階における第 1階の
条件は、それぞれ、次のようになる。すなわち、 














∂−  = 0,                         (29) 



















−  = 0.            (30) 
もちろん、  および  の最大化の第二階の条件、および産業均衡の安定化条件は、
前項におけると同様に成立しているものとする。 
Bv BV
  さらに、 (12) の条件の下では、  = BPπ Px xswlp )( +−  > 0 が成立すること、および、
(9-1), (14) と (20) の条件の下では、
s
PxP ∂




















 < 0.                                  (31) 
である。次に、   










,  B  = 
S
pY Bp ∂
∂ ,  
 
という省略記号を使用すると、 (30) は、   
       = S A




∂  + 
S
PX P ∂
∂ ) < 0 (Okuguchi (1991) の (21)を参照) と 
(14) を A  に代入すると, A  ((32) の右辺の分母) は正であることが分かる。さらに、










 > 0          
である。この式と (22) は, B  ((32) の右辺の分子) が正であることを示している。した
がって、 A  と B  の符号を (32) に考慮することにより、 
        > 0                                             (33) S












本主義国の最適な輸出税と労働者管理国の最適輸出補助金は、それぞれ、(29) と (30) を
同時に満たす  と  であり、共に有限であることが分かる。 S s
さらに、エアトン・グロスマン (Eaton and Grossman, 1986) は、最適輸出補助金の
符号が、利潤最大化企業のみから成るクルノー的寡占とベルトラン的寡占において対称
 

















本論の議論において明らかにされたように、B-S 的補助金政策の有効性と B-S 的最適補
助金政策は、利潤最大化企業のみからなるクルノー的複占においてのみ妥当性を持ち、
E-G 的補助金政策の有効性と E-G 的最適補助金政策は、利潤最大化企業のみからなる
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用関数 をもつと仮定する。( , )x yU D D









ただし、 '( ) 0pφ > である。これを用いて予算制約式 x yD pD I+ = を変形すると、
[ ( )] yp p D Iφ+ = となる。ただし、Iは総所得である。よって、工業品の需要関数は、 
( )y
ID
p pφ= +  
 
これを について解くことにより、逆需要関数p ( ,Yp P D I )= が得られる。逆需要関数は次
の２つの性質をもつ。第 1 に、工業品価格 pが高まると[ ( )]p pφ+ も上昇するから、総所
得 Iが一定のとき、pが高いほど は小さい。よって、yD 1( , ) / 0yP D I P Dy= ∂ ∂ < が成り立つ。
第 2に、 が一定のとき、Ｉが大きいほどyD pは高いので、 2 ( , )YP D I = /P I∂ ∂ = 1 '( )p 0φ+ > が
成り立つ。この逆需要関数を用いると、総所得が実質 GDP に等しいことから、次式を得
る。 
( , )I x P y Y I y= + +                                 (1) 
2.2 都市工業部門 
発展途上国の工業企業の生産関数は /yy L m= （ は定数）であるとする。この企業は、
先進国企業の生産量Yと総所得Iを所与として、利潤
0m >
yπ = ( , )P y Y I y+ wmy− を最大にするよ
うに生産量ｙを選択する。ii 途上国企業の反応関数は、限界費用が であることから、 mw
( ) ( )1, ,P y Y I yP y Y I+ + + = mw                          (2) 
同様にして、先進国企業の利潤は Yπ = ( , )P y Y I Y+ sY+ CY− である。その反応関数は、 
( ) ( )1, ,P y Y I YP y Y I+ + +
P y Y I yP y Y I+ + + <


























yL m=                                       (6) 
都市失業率を /uL Lµ＝ （失業者数/工業雇用量）で定義すると、総人口の部門間配分は、 
     (1 )x yL L Lµ+ + =                                     (7) 




      
1x
ww µ= +                                         (8) 






このモデルでは、 L , , , ｓを外生変数として、8 本の方程式(1)－(8)から 8 個
の内生変数（ I、 y、Y 、
w C
x、w x、 xL 、 yL 、 µ）の均衡値が決まる。具体的な解法は以
下のようになる。はじめに、(4)を用いると、(1)は 
( ) ( , )xI f L P y Y I y= + +                       (9) 
次に、 xL が の関数とみなせることを示す。第１に、(7)を書き直すと、 y
 
   図 1．HT経済の戦略的貿易モデル 
 
  
(1 )xL my Lµ+ + =                                (10) 
第２に、HT条件(8)を変形して、 
(1 ) '( )xf L wµ+ =                        （11） 
(11)を1 µ+ について解き(10)に代入して整理すると、 
'( )[ ]x xf L L L mwy− =                       (12) 
したがって、 と書ける。ただし、( )xL g y= '( ) /{ "( )[ ] '( )} 0x x xg y mw f L L L f L= − − < である。
これより、(9)は、 
( ( )) ( , )I f g y P y Y I y= + +                    (13) 
以上から、３本の方程式（2）、（3）、(13）を用いて３つの均衡値 ( , が求められる。
すなわち、このモデルでは、これら 3 式のみの部分システムが自己完結的（block 
recursive）となっている。そして、(12)より が求められ、これを(11)に代入すれば都
市失業率

































a a a dy
a a a dY ds
a a a dI
⎡ ⎤ ⎡ ⎤⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢= −⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢⎣ ⎦ ⎣⎣ ⎦
⎡ ⎤⎥⎢ ⎥⎥⎦
0
                   (14) 
左辺の係数行列をＡとすると、各成分は以下のとおりである。 
11 1 112 ( , ) ( , ) 0a P y Y I yP y Y I= + + + < , 12 1 11( , ) ( , )a P y Y I yP y Y I= + + + <  
) 013 2 12( , ) ( ,a P y Y I yP y Y I= + + + , 21 1 11( , ) ( , )a P y Y I YP y Y I= + + + <  
)22 1 112 ( , ) ( , ) 0a P y Y I YP y Y I= + + + < , 23 2 12( , ) ( ,a P y Y I YP y Y I= + + +  
31 1( , ) ( , ) '( ) '(xa P y Y I yP y Y I f L g y= + + + + ) 0, 32 1( , )a yP y Y I= + <  
33 2 ( , )a yP y Y I= + 1−  
比較静学の結果は、クラメルの公式により、次のように求められる。 
*
12 33 13 32a a a ady
dt DetA
−=                       (15) 
*
13 31 11 33a a a adY
dt DetA
−=                       (16) 
*
11 32 31 12a a a adI
dt DetA
−=                       (17) 




くみるために、総所得 I を次のように分解してみよう。 
 
I x py= + ( ) ( )x x x y yw L wLπ π= + + +  1 x y x
w L wL yπ πµ= + + ++  
[ (1 ) ] ( ) (
1 x y x x
w L L x w L py wµµ= + + + − + −+ )yL  
( )
1 x x
w L w L x py wmyµ= − + + −+  
[ ] (
1
xw L L )x p mw yµ
−= + + −+          (18) 


















別の表現をすれば、都市失業率µの上昇が十分に大きく都市失業水準 uL yLµ= が大きく
増加するときには総所得 I が低下する、ということもできる。都市失業率µの上昇が大き
いのは の低下が大きい場合、つまり農村労働の限界生産物曲線xw '( )xf L が急な傾斜をも











1 "( ) / '( )c x x
mw
L f L f L
> +        (19) 
が成り立っているならば、発展途上国の総所得 は減少する。 *I
 






上の(19)式において、右辺分母の "( ) / '( )x xf L f L が大きいことが農村労働の限界生産物











13 31 11 33a a a a> 31 0a >
13 2 12( , ) ( , )a P y Y I yP y Y I 0= + + + > かつ 33 2 ( , ) 1a yP y Y I 0= + − > のとき、この
























( )p I y Yθ= − +      0θ >  
( )x xf L RL=         0R >
逆需要関数に含まれるパラメータθは、消費者の工業品に対する選好の強さを表してい
る。なぜならこの値が大きいと、総所得 I が一定であっても、同一の工業品価格 pの下






2I y Y mθ − − =                         (20) 
2I y Y C sθ − − = −                       (21) 











− −⎡ ⎤ ⎡ ⎤⎢ ⎥ ⎢ ⎥− − = −⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎢ ⎥ ⎢ ⎥− −⎣ ⎦ ⎣ ⎦ 0
⎡ ⎤⎢ ⎥⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦





=                           (24) 
* 2( 1)dY y
ds DetA
θ −=                         (25) 
* 2dI y
ds DetA
=                          (26) 
ここで、 2( 1) 1DetA yθ= − − である。以下では、 1yθ − の符号条件によって場合分けして考




* / 0dy ds < * / 0dY ds >
* /dI ds < 0
I も減
少している。だが、この場合は (1/ )y θ< であるという意味で総所得 I の減少分（（26）の
絶対値）が比較的小さいので、先進国企業の均衡生産量が増加している。 
それに対して、 1 0yθ − > のときには、 0DetA < の場合と の場合がある。均衡が
完全安定であること、つまり
0DetA >
0DetA < を前提とすれば、 * / 0dy ds < 、 、* / 0dY ds < * / 0dI ds <







生W s を最大化する輸出補助金率 を特徴付ける条件は、
より、 
* * *





* /dW ds =
* * * * *
1( , )( /Y P y Y I dy ds+  
* * * * * * * *
1[ ( , ) ( , ) ]( / )P y Y I Y P y Y I C dY ds+ + + + − * * * * *2 ( , )( / )Y P y Y I dI ds+ + = (27) 
(3)を用いると 
*( / )s dY ds = * * * * *1( , )( / ) * * * * *2 ( , )( /Y P y Y I dI ds+ +Y P y Y I dy ds+ )  
となる。線形モデルの場合には、 
 
*2 [ ( ) 1]s y sθ − = * *( )[2 ( ) 1]Y s y sθ −                   (28) 
となる。まず の値を求める。(20)より、*( )y s ( )I y Y y mwθ − + = + を(22)に代入して、
を得る。これを(20)に代入してY について解き、(21)に代入して整理すると、
となる。したがって、複占均衡解は 2つ存在し、 
2I RL y= +
2( ) 3 ( ) ( ) 0y s y s F sθ − + =






± −=                       (29) 
である。ただし、 ( ) [ 2 ]F s s RL mw Cθ= − + − + である。これら 2つの解が実数解であるため




*( )Y s *( ) [ ]y s s mw C= + + −                                      (30) 
と表せる。そこで、最適条件(28)に(29)と(30)を代入して整理すると、 
2 [9 4 ( )] 2(2 3) (2 5) 9 4 ( )s F s M M Fθ θ θ θ θ+ − + + = + − s             (31) 





      図２.先進国の最適輸出政策が輸出税であるケース 
( ) 2 [9 4 ( )] 2(2 3)s s F s Mθ θ θ∆ = + − + +




( ) (2 5) 9 4 ( )s M Fθ θΓ = + − s  
 
 
 第 1 に、 のグラフはつねに右上がり（( )s∆ '( ) 6 0s θ∆ = > ）であり、縦軸切片の値
(0)∆ = 15 4 (0) 15 4 [( ) ( )]F RL mw mw Cθ θ θ− = − − − − は正負どちらにもなりうる。横軸切片
の値は、 を解いて、 ( ) 0s∆ =
2 5( )
3 2
Ds N M θ= − −                               (32) 
と求められる。ただし、N RL mwθ= − である。第 2に、 ( )sΓ のグラフは、傾きが 
2 (2 5)'( )





+Γ = −                                          (33) 
であり、縦軸切片の値は (0)Γ = (2 5) 9 4 (0)Mθ + − Fθ である。このグラフは2 5Mθ + の正
負に応じて右上がりにも右下がりにもなり、さまざまなケースがありうる。以下では、





Gは、 ( ) 0sΓ = を解いて、 
9( )
4
Gs N M θ= − −                                       (34) 
と求められる。2 5M 0θ + < の下では ( )sΓ は負の値をとるので、 ( )sΓ のグラフのうち有効
なのは図中のｓGから右下の部分である。最適輸出補助金率ｓOは、 によって
決まる。これが輸出税（ｓ
( ) ( )Os s∆ = Γ O
O＜０）になるのは、 ( )s∆ のグラフが ( )sΓ のグラフと第３象限
で交わる場合である。これより、(a)2 5M 0θ + < かつ(b) Gs sD< かつ(c) が成
り立つならば、最適な輸出政策は輸出税（









RLθ θ+ < C                                               (36) 
となる。条件(c)を具体的に書くと、15 4 (0)Fθ− > (2 5) 9 4 (0)Mθ + − Fθ であるが、仮定
4 ( ) 9F sθ ≤ より左辺の符号はプラス、条件(a)の下で右辺の符号はマイナスである。よっ
て、条件（c）は必ず成立していることがわかる。したがって、(35)かつ(36)が成り立つ
 







それがどのような経済的状況に相当するのかを考察しよう。第 1 に、 (5 / 2 )mw θ+  
(3 / 4 )RLθ θ> + であるケースを考える。このケースでは、(35)が成り立つなら(36)は必
ず成り立つ。そこで、(35)が成り立つのがどのような経済的状況なのかを考えればよい。









第２に、 (5 / 2 )mw θ+ (3 / 4 )RLθ θ< + であるケースを考える。このケースでは(36)が成
り立つならば(35)は必ず成り立つ。そこで、ここでは(36)が成り立つのがどのような経




において、先進国企業の限界費用 C が途上国の (3 / 4 )RLθ θ+ より高いならば、先進国に



































補論 A. 均衡の安定性 
部分システム(2)、(3)、(13)の不均衡の調整過程が、次の 3 本の微分方程式で表される
と想定する。 
1[ ( , ) ( , ) ]My P y Y I yP y Y I mwα= + + + −&    α>0 
1[ ( , ) ( , ) ( )]Y P y Y I yP y Y I C sβ= + + + − −&   β>0 
[ ( ( )) ( , ) ]I f g y P y Y I y Iγ= + +& −       γ>0 
均衡点（ ）が完全安定であるための条件を考える。均衡点の周りで線形近似
したシステムの係数行列の 3つの固有値λ




1λ2λ3 0< である。 
 
補論 B. 線形モデルでの均衡の安定条件 
(29)において複号がマイナスの解だけが 2( 1) 1 0DetA yθ= − − < を満足することを示す。こ
の条件は2 1y 2θ − < と同値である。左辺に複合がマイナスの解を代入して、 
2 1yθ − = 3 9 4 ( )2 1
2
F tθθ θ
⎛ ⎞− − −⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠
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1 コブ・ダグラス型効用関数 1x yU D Dθ θ−= を仮定し、逆需要関数 / yp I Dθ= の両辺について対











































































るものとする。以下、ホスト国の国内価格を p、総生産量を Tx として国内需要を逆需要
関数 ( )T Tp P x A x= = − （ただし は正の定数）で表すことにする。企業 による
生産量（＝ホスト国向け輸出量）を
A {i F M∈ , }
ix 、輸出生産の限界費用を 、直面する従量輸入関
税額を と表せば、その利潤は次式のように表せる。  
ic
it
                                                  




( ) ( )( ), ,
( )
i i j i i j i i i
i i j i i
x x t P x x c t x
t x x x
π
α⎛ ⎞⎜ ⎟⎝ ⎠
= + − −
= − −
 
ただし、 ( )i i i it A c tα := − − を表す。次の仮定は、他企業が生産していない場合にいずれの
企業も正の生産量を選ぶインセンティブを持つことを保証する。 
 
仮定 1 以下の分析では、常に ( ) 0( )i i i it A c t i F Mα := − − > = ,  が満たされている。  
 














M MR R は企業M の反応曲線、直線
'
F FR R は企業 の反応曲線を表
し、両曲線の交点 が輸出競争均衡を表している。なお各企業の反応曲線の傾きは
F
N 1 2− /
となることにも注意されたい。  
 
図 1 対内直接投資前後の寡占均衡 
輸出競争均衡は、ホスト国が両企業に課す関税ベクトル ( )M Ft t, に依存する。そこで以下
 
では、この関税ベクトルを所与とした均衡における総生産量を (eT M F )x t t, 、対応する企業
のそれを
i
(ei M F )x t t, と表すことにする。容易に計算できるように、それぞれは次式のように
表される。  
( 3) ( )0 1( ) 2 ( ) (3i M F i i j j )x t t t tα α, = −  
( 4) 0 1( ) (
3T M F k kk




仮定 2 以下の分析では、2 ( ) ( )( )i i j jt t i j F M j iα α> , = , ; ≠  が常に成り立つ。 
 
均衡で各企業が得る利潤 eiπ は、次式で表せる。  
( 5)  ( )20 ( ) ( )ei M F i M Ft t x t tπ , = , .
ホスト国の厚生を総余剰W、すなわち、  
( 6) ( ) ( ) ( )M F M F T T T i i
i F M
W x x t t U x P x x t x
= ,
, , , = − + ,∑  
と表せる。ただし、逆需要関数 ( )TP x A xT= − からわかるように、対応する国内消費総便
益額 は次式のように表せることに注意されたい。  ( )TU x
( 7) 21( )
2T T






( 8) 5 (0)
11U kk F M
t α
= ,




( 9) ( )0 1( ) 17 (0) 16 (0)11i U U i jx t t α α, = − ,  
( 10) 0 2( ) (0
11T U U kk F M
x t t α
= ,









図 2. 複占均衡での生産量が正となるための条件 
 
図2には、複占均衡で各企業の生産量が正となるために (0)M MA cα := − と (0)F FA cα = −
の組み合わせが満たすべき条件を示している。横軸に計られた Mα は (0)Mα 、縦軸に計ら
れた Fα は (0)Fα を表している。図の灰色に塗られた領域 は自由貿易において各企
業の生産量が正となる組み合わせ
00F BM 0
)( M Fα α, を、青く塗られた領域 は最適一律関税0 uF BMu
 
政策の下で各企業の生産量が正となる組み合わせ ( )M Fα α, を表している。関税賦課により
両企業の生産量がともに正となる ( )M Fα α, 組み合わせを表す領域が縮小している。2 以下、
次の条件を仮定する。 
 
 仮定 3 ホスト国の政府は、両輸出企業に対して一律関税 tしか課せず、いずれかの企














仮定 4 設立される合弁企業による限界費用は、輸出時の多国籍企業M による限界費用
と等しい。   




生産量を Mx 、利潤関数を (M M Fx x 0)π , , と表すことにする。ただし、5により合弁企業が直
面する関税 Mt がゼロとなっていることに注意されたい。 
  
                                                  






体の利得を DV と表せば、次式のようになる。  
 
( ) (1 ) (
( ) ( 0)
M M F D D M M F
D M F D D M M F
V x x x x
V x x x x
0)θ θ π
θ θ π
, , = − , , ,








 この仮定の下では、合弁企業の利得 DJV は次式のように表せることになる。  
( 11)   ( )2
( ) ( ) (1 ) ( )(12)
2 2 1 ( 0)
D
J M F D D D M F D D M M F D
D D M M F
V x x V x x V x x
x x
θ θ θ θ θ
θ θ π
, , = , , + − , ,




2 22 2 1 ( )D D D Mθ θ θ θ− + = + >2 0
)( 0M FR x , と表せ、直接投資後の均衡で民間合弁企業が得
る利潤は 、外国企業 の均衡利潤は(0 )eM tπ , F (0 )eF tπ , と表せることになる。  
図2に描かれているように、対内直接投資に伴い関税が免除されると多国籍企業の反応
曲線は M MR R
′ から D DM MR R
′へと右方にシフトし、それが民間合弁企業の反応曲線となる。そ




多国籍企業は直接投資前なら ( )eM t tπ , だけの利潤を獲得していたので、それが民間合弁
企業の設立という直接投資を行うのは (0 ) ( )e eM M Mt tθ π π t, > , という条件が成り立つ場合で
ある。すなわち、多国籍企業が民間合弁企業設立という直接投資を行うためには、多国籍
 











命題 1 多国籍企業は、出資比率が Mθ を上回るとき、そしてそのときに限って民間合弁
企業設立のインセンティブを持つ。   
                                                  



















変わらず、多国籍企業の利得 MV 前節と同様に次式のように表せる。  
 ( ) (1 ) (M M F G G M M FV x x x x 0)θ θ π, , = − , , ,  
他方、政府の利得は、合弁企業からの利潤配当 (G M M F )x xθ π , 、消費者余剰と外国企業
への関税賦課による関税収入の和として、次式のように表される。  
 ( ) ( 0 ) (G M F G M F G M M FV x x t W x x t x x 0)θ θ π, , , = , , , + , , .  
仮定 7により、半官半民合弁企業が最大化を目指す利得 JV は、 (1 )J G G G MV V Vθ θ= + − 、
すなわち次式のように表せる。  
( 12) ( )2( ) ( 0 ) 2 2 1 (GJ M F G G M F G G M M FV x x t W x x t x xθ θ θ θ π, , , = , , , + − + , ,0).
2 0
 
 常に が成り立つことを踏まえると、生産量についての2 22 2 1G G M Gθ θ θ θ− + = + > JV の最
大化は、上式の両辺を 2G
2
Mθ θ+ で除した GJv を生産量について最大化することと同じである。  
  ( ) ( ) ( 0 ) (GJ M F G M F M M Fv x x t W x x t x xρ ρ θ π, , := , , , + , ,0),




θ θρ ρ θ G G− += = を表す。合弁企業の利潤に対するホスト国の輸入国としての厚
 
生 の相対的ウェイトを表す( )W ⋅ ρが政府出資比率 Gθ にどのように依存するかを表す関
数 ( G )ρ θ は、次の性質を満たす。  
 
補題 2 半官半民合弁企業にとっての輸入国としての厚生が利潤に対してもつ相対的相
対ウェイト ( )Gρ θ は、政府出資比率 Gθ に対して次のような依存関係を持つ。  
 
i). (0) 0ρ =   
ii). ( )12 (1) 1gρ = =   




   
 
図 4 関数 ( )Gρ θ の形状 
 
 
 半官半民合弁企業の利得関数 ( )Jv ⋅ は、生産量 Mx について狭義凹であるので、4 外国企
業に対する半官半民合弁企業の最適反応生産量は、次の利得最大化のための１階条件から
導かれる。  















∂ ∂ ∂= = +∂ ∂ ∂
= + − −
  
 上記の条件(2)を Mx について解くことにより、半官半民合弁企業の反応関数 ( )J F GR x θ,
は次式のように求めることができる。  
















命題 2 ホスト国政府の出資比率 Gθ が正であれば、半官半民合弁企業の最適反応生産量
は民間合弁企業よりも厳密に大きい。 




                                                  
4この点は、 [0 1]Gθ ∈ , について次の関係が成り立つことから明らかである。 
2
2 2 2 2
2 ( ) 2 2( ) 2(1 2 2 ) 4 5 2 0
G
J




ρ θ θ θ θ θ θ θ θ∂ = − ∝ + = − − + = − + − <∂ ,
)
 
5 ( ) (J F G M FR x R xθ, > という結果は、下記のように直接確かめることも可能である。 
(( )( ) ( ) (0) ( )
2 ( )
G
J F G M F M F
G
gR x R x t ) 0θθ αρ θ, − = + >− α ,ただし最後の不等号を導く際には、すべての
















命題 4 半官半民合弁企業の最適反応生産量は、ホスト国政府出資比率とともに、 22Gθ <







命題 5 ホスト国政府の出資比率が変化するとき、 22Gθ = でρが最大になるときに総生
産量は最大になる。   
















は図の曲線 M MR R
′ により、外国企業 の反応曲線は図の曲線F F FR R
′ によって表せるので、




にその反応曲線は輸出時の反応曲線よりも右方に位置する曲線 0 0M MR R
′のように表せる。こ
れに伴い均衡も、外国企業 の反応曲線に沿って点 から点 へとシフトする。多国籍
企業の出資比率が十分大きい、すなわち、
F N 0N
















tx t α αθ ρ θ
+, = −  







ρ θ α αθ ρ θ
− −, = −
)
 







α ρ θ αθ ρ θ







( ) ( ){ } ( ){ }2
( ) ( ) ( )
1 2 ( ) (0) ( ) 2 (0) 1 ( )
3 ( )
e e e
M G M M G F G G
G M F M G
G
t x t x t t
t
π θ π θ θ θ
ρ θ α α α ρ θρ θ
, = , , , , ,
= − − − −−
 
( 19) ( ) ( ) ( )e e eM G M M G F GV t V x t x t Gθ θ θ⎛ ⎞⎜ ⎟, = , , , ,θ⎝ ⎠  











シュタッケルベルク均衡の定義より、生産量 LMx は次の条件を満たさなければならない。  
 
( ) ( )( ) 0 ( ) 0 ( )0
( )(0)
2
L L L L L











∂ , , , ∂ , , ,
x
∂ ,= +∂ ∂
= − − ,
∂  
ただし上式の導出に際しては、( 2)を用いた。この生産量 ( )2(0) F
tL
M Mx
αα= − を( 16)に代入す
れば、半官半民合弁企業設立時に輸出競争時のシュタッケルベルク・リーダー生産量 LMx を
実現するために必要なホスト国政府の出資比率 LGθ を次のように求めることができる。  
 2 (0) ( ) (0 1)






α αρ θ α α
⎛ ⎞⎜ ⎟⎝ ⎠
−= ∈ , ,+  
ただし最後の不等号は仮定 1による。  
ここで 





[0 1]Gθ ∈ , について成り立つ。以下、この点を証明しよう。  
( 18)より、半官半民合弁企業の利潤と民間合弁企業の利潤の差額は次式で表せる。  
 
( ) ( ){ } ( ){ } { }
2
2
( ) (0 )









α α α α α
, − ,
= − − − − − −− t
 
ただし ( )Gg ρ θ:= を表す。右辺を の関数としてg ( )gφ と表せば、まず (0) 0φ = が成り立つ
ことに注意されたい。さらに、 で微分すれば次の結果を得る。  g





2 (0) ( ) 2 ( ) (0) 2 (0) ( )
2 (0) ( ) 3 (0) ( )
F M M FM F
M F M F
g g
t g t t g
t t
φ
α α α α α α
α α α α
′ −
=− + − −
+ − −
}
 補題 2より 2 120g +⎡∈ ,⎣ ⎤⎦が成り立つことに注意しつつ、上式の右辺を についての 2次
関数と見立てつつ
g
( ) 0gφ = に対応する判別式を計算すると、その値は厳密に正となること
がわかる。すなわち ( ) 0gφ = は異なる 2つの実数解 と （ただし ）をもつ。さ
らに解と係数の関係からわかるように、
ng pg ng g< p
pg0ng < < が成り立つ。以上からわかるように、
8( )gφ は の範囲で狭義単調増加であり、かつ(0 ]pg g∈ , ( ) 0gφ > が成り立つ。 の範
囲では
pg g>
( )gφ は狭義単調減少となり、 ( ) 0gφ < となる可能性がある。しかし、補題 2 が教
える の最大値g ( 2 12g φ +:= )について、 ( )gφ を計算すると次式のようになる。  
 ( )




1( ) 2 (0) ( ) 2 (0) 1 ( )
3
1 2 (0) ( )
9
M F M F
M F
g g t g
g
t
φ α α α
α α




（∵( 16)と( 17)による） 
( ) 2 22 3 2 (0) 2 (2 3) (0) ( ) (3 ) ( )M M Fg g g g t g g tα α α= − + − − + Fα  
( ) 2 22 3 2 (0) 2(2 3) (0) ( ) (3 ) ( )M M F F tg g t gα α α α∝ − + − − +  (∵ ) 0g >
2 21
22(2 2) (0) ( 2 2) (0) ( ) 7 2 ( )M M F t Fα α α α⎛ ⎞⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠= − + − − + t （∵ 2 12g += ） 
2 1
22(2 2) ( 2 2) 7 2z z
⎛ ⎞⎜ ⎟⎜ ⎟∝ − + − − +⎝ ⎠  
 







α= を表す。上式の最後の関係式を についての 2
次不等式と見立てると、対応する判別式の値は
z
(2 2)( 6 3 2) 0− − − < となることに注意さ
れたい。したがって、上式の最右辺の符号は厳密に正である。以上によって、すべての












( 21) (1 )
e e









⎛ ⎞∂ ∂ ∂= − + − +⎜ ⎟∂ ∂ ∂⎝ ⎠
∂ ∂
∂ ∂  










ππθ θ= −= =














xp c x x
θθ =









M Mx x θ θ
∂
∂ =











∝ − +  






α α α α−= − + +  
 








M F tθ θ
α α∂∂ = = + による） 
4 ( ) 5 (0)F Mtα α∝ − .  
最後の関係式から、次の命題が得られる。  
 
命題 7  4 ( ) 5 (0)F Mtα α> が成り立てば、ホスト国政府の出資比率が十分小さな半官半民
合弁企業設立によって多国籍企業が、100%子会社を設立する場合よりも多くの利得を得
ることができる。   
 
( ) ( )0F Ftα α= t− であることに注意すると、上記の命題に記された条件は、対内直接投資
受け入れ前に課されていた関税率 tが次の条件を満たすほどに十分低くなければならない
ことを意味する。 
 ( ) ( )( )1 4 0 5 0
4 F M
t α α< −  
もしくは、 
 ( )1 5 4
4 M M















)M Fc A> + c という条件を満たさなければならない。 
 
以上の結果を整理して、多国籍企業の利得が合弁比率（民間合弁企業なら Dθ 、半官半
民合弁企業なら Gθ ）にどのように依存しているかを描いてみると、次の図のようになる。 
 
 






(0 0,M tπ )
























ての関数 ( )ψ θ として表し、ホスト国政府出資比率とともに経済厚生がどう変化するかを
検討すればよい。 
 ( ) ( )( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0e e e eM F G M M FW x t x t t x t x tψ θ θ θ θ π θ θ= , , , , + , , , , .  
 上式において 0θ = とおけばわかるように、 ( )0ψ はホスト国民間出資比率が Gθ に等し
い民間合弁企業が設立される場合のホスト国経済厚生、そして ( )Gψ θ はホスト国政府出
資比率が Gθ に等しい半官半民合弁企業が設立される場合のホスト国経済厚生を表す。し









M M F F M
W W
x x x x x




′ ⎧⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎪= + + +⎨⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩
 
  ( ) ( )1 ( ) 1 ( ) eF MG G
M M M
W Wg t g
x x




⎧ ⎫⎛ ⎞∂ ∂⎪ ⎪= − + + −⎨ ⎬⎜ ⎟∂ ∂⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭
∂ ∂
∂ ∂  




∂ = +∂ と( 13)による) 
 





xx tθ ρ θ θ
∂= − − ∂  （∵( 2)と TM
W x
x
∂ =∂ による） 





xx tθ ρ θ θ
∂> − − ∂  （∵
2
2G
θ < について ） ( )' 0Gρ θ >









xx tθ θθ θ
⎧ ⎫⎛ ⎞ ∂⎪ ⎪= − −⎜ ⎟⎨ ⎬⎜ ⎟ ∂− +⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭
 




∂ = +∂ による） 
















θ θ≤ ≤− + による） 









+∝ −−  
  ( ) ( ) ( )( )0 0 2 3M F G tα α ρ θ= + − −  
  ( ) ( )0 0M F tα α≥ + − 6  （∵ ( ) 0Gρ θ ≥ による） 
  11 6
5 U
t∝ − t  （∵( 8)による） 
  11
30 U
t t∝ −  
 
したがって次の結果が成り立つ。 
 1 11( ) 0 for and
2 30G G
t tUψ θ θ′ > ≤ ≤ .  
すなわち、次の命題が成り立つ。 
  
命題 9. 対内直接投資受け入れ前の関税率が 11
30 U










{ }1 (1 2 ( ))2
e e
eG M M F
G G
G M M F F M G
e
e e M e
G G T G M M
G
V W W R x
x x x x x
xx x t
π π M
Mθ θ πθ θ
θ ρ θ θ πθ
⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎪ ⎪= + + + +⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭
∂= − + − + ,∂
 
ただし( 13)を用いた。特に 0Gθ = で上式を評価すると、次式を得る。  







(0) ( )1 2 1(0) ( ) 2 (0) ( )
32 9 9


















α α α α α α
α α α α
=
= =
∂ ∂= − +∂ ∂
+⎧ ⎫= − ⋅ + + −⎨ ⎬⎩ ⎭
+⎧ ⎫≥ − ⋅ +⎨ ⎬⎩ ⎭
 
 









t t t t
t t t t
α α α α
⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠
∝ + − +




最後の関係式は、 1120 Ut t< または 115 Ut > t について正である。したがって、次の結果が成り
立つ。 
  




































                                                  
8 たとえば[ 5],[ 6],[ 7],[ 12],[ 13]を参照されたい。 
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1.1.1  1979年以前の中国の金融システム 






















行した。中国農業銀行は 1957 年から 1963 年までに段階的に業務を中国人民銀
行へ移行したが、農業を発展させる目的で 1963 年 11 月に一旦、中国農業銀行
として復活をした。ただし、1965 年 10 月には再度、その業務は中国人民銀行
に移行させられた。また、中国銀行も対外金融業務を行なう中国人民銀行の所








1.1.2  1979年から1993年の金融改革 






政府は 1979 年からの金融改革に先立ち、1965 年から財政部の下部機関とし










































1994 年 3 月に国家開発銀行xiv、1994 年 7 月に中国輸出入銀行xv、1994 年 11 月
に中国農業発展銀行を設立した。また、中国投資銀行は中国建設銀行の子会社























均衡の比較をし、最後に第 3 節でまとめを行なう。 














画の作成にはソフト A かソフト B のいずれかを使用する。会社で働いている各
個人はソフト A を使用するかソフト B を使用するかを選択する。すなわち、各
個人にはソフト A を使用する戦略 A とソフト B を使用する戦略 B がある。会社
で働いている人の数を N 人であり、ソフト A を使用している人は n 人であると
すると会社全体の人間に対するソフト Aを使用している人の割合は n/N である。
この n/N を進化ゲームでは適応度と呼び、ここでは pA(t) とおく。ここで t は
時間である。すなわち、pA(t)は会社全体においてソフト A が選ばれた割合で
ある。 
会社の中の I さんがソフト A を使用した場合を戦略 A（eA）をとったと表現
する。そのときの利得は U(eA)と表現する。そして、その会社で働いている人
の平均利得は 








そして、仕事は 2 人 1 組で行なわれるとして、2 人がともにソフト A を利用
すると仕事ははかどりそれぞれ 5 の利得があがる。また、2 人がともにソフト
B を利用するとそれぞれ 2 の利得があがる。しかし、お互いが異なるソフトを
使用するとポスターはできあがらずゼロの利得となる。このときの個人 1（プ
レイヤー1、利得表では P1 と表記）と個人 2 （プレイヤー2、利得表では P2 と




 ソフト A ソフト B 
ソフト A 5,5 0,0 P1 
ソフト B 0,0 2,2 
 
次に各個人の利得を考える。まず、自分がソフトAを使用する場合を考える。
相手はp の割合でソフトAを使用し、そのときの利得は 5 である。また、相手
は 1 － pの割合でソフトBと使用し、そのときの利得はゼロである。これをあわ
せると自分がソフトAを利用するときの期待利得（UA）は 
UA  = p×5+(1－p)×0 = 5p 
となる。同様に、自分がソフトBと使用するときの期待利得（UB）は、 
UB  = p×0+(1－p)×2 = 2(1 － p) 
となる。したがって、個人の平均利得（U¯）は、個人がそれぞれのソフトを
選択する割合と期待利得の積の和となるので、 
U¯ = pUA + (1 － p)UB = 5p
2 + 2(1 － p)2
とあらわすことができる。 
したがって、レプリケーションダイナミクスは 
p˙=p(UA－U¯) = p{5p－ (5p
2+2(1 － p)2)}  = p(1 － p)(7p－ 2) 
6となる。ここで、進化的に安定であれば、時間 t で微分した適応度 p の成長
度 p˙はゼロとなる。すなわち、会社の中でソフト A を使用する人の割合は時間
 6
がたっても変化しなくなるのである。これは、 
p˙ = p(1 － p)(7p－ 2) = 0 
と示せる。この式を満たすp=0,1,2/7 がその会社でのソフトAの使用割合の
候補となる。候補のうち、∂p˙= －21p2+18p－ 2<0 を満たすp=0,1,2/7 が進化的
に安定な解、すなわち会社でのソフトAの使用割合となる。 
したがってこの会社では、「全員がソフト A を使用する」か「全員がソフト





有銀行という 2 つの集団が存在するケースを考察する。 




















































現状維持を支持する人の割合は 1 － p となる。政府が金融改革を行なうための
費用は定額で C(>0)とする。そして、政府が金融改革を行なうと国内の経済が
活発化したり、海外からの投資が増えたりする可能性があり、それらは経営改
革を行なう国有銀行の割合 q に比例する。経済発展は a(q)とあらわすことがで





























































 改革を行う 現状を維持する 







 改革を行う 現状を維持する 










国有銀行が経営改革を行なわない場合の利得は(1 － q)×0 の和である。したが
 10
って期待利得は 
U1  = q(aq－C) 
となる。一方、現状維持を支持するグループの期待利得（U2）は、政府が金
融改革を行なわず、国有銀行が経営改革を行う場合の利得はq×0 と政府が金融
改革を行なわず、国有銀行が経営改革を行なわない場合の利得は(1 － q)×(C 
－ D)の和である。したがって、期待利得は 
U2  = (1－q)(C－D) 
となる。 
政府内の個人の平均期待利得（U¯）は金融改革を支持する割合pとU1の積と
現状維持を支持する割合 1 － pとU2の積の和であるから 











改革を行ない、国有銀行が経営改革を行わなかった場合の利得は(1 － q)×0 の
和である。したがって、国有銀行が経営改革を行なう場合の期待利得は 











の場合の利得V1の積と経営改革を行なわない割合 1 － qとその場合の利得V2の
積の和 





行なう割合 q の積としてあらわされ、 
q˙ = q{V1－V¯} = q(1 － q){p(rq+D)－ F} 
となる。 
上記で求めたレプリケーションダイナミクスを 
p˙ = p(1 － p){q(aq－ C)－ (1 － q)(C － D)}  = 0  





















政府および国有銀行に関する仮定および利得表は 2.3 節と同じであるが、 
新たに政府に存在する金融改革を支持するグループの割合pと経営改革を行な
う国有銀行の割合 q が等しい、すなわち p=q との仮定を加える。 
2.4.1 利得表の変換 
仮定より求められた利得表に新たな仮定である p=q を導入する。すなわち、
表 2 および表 3 の q を p で置き換えると国有銀行および政府の利得表は、表 6




 改革を行う 現状を維持する 







 改革を行う 現状を維持する 



















 改革を行う 現状を維持する 







 改革を行う 現状を維持する 










国有銀行が経営改革を行なわない場合の利得は(1 － p)×0 の和である。したが
って、期待利得は 




革を行なわず、国有銀行が経営改革を行なわない場合の利得は(1 － p)×(C － 
D)の和である。したがって、期待利得は 
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U2  = (1－p)(C－D) 
となる。 
このことから、政府内の個人の平均期待利得（U¯）は金融改革を支持する割
合pとU1の積と現状維持を支持する割合 1 － pとU2の積の和である 
U¯ = p2(ap－ C)+(1 － p)











改革を行ない、国有銀行が経営改革を行わなかった場合の利得は(1 － p)×0 の
和である。したがって、国有銀行が経営改革を行なう場合の期待利得は 







V2  = (1－p)F 
となる。 
以上から、国有銀行の平均期待利得（V¯）は、経営改革を行なう割合pとそ
の場合の利得V1の積と経営改革を行なわない割合 1 － pとその場合の利得V2の
積の和 






割合 p の積としてあらわされ、 
q˙= p(1 － p){p(pr+D)－ F} 
と求められる。 
これらのレプリケーションダイナミクスを前節同様 
p˙ = p(1 － p){q(aq－ C)－ (1 － q)(C － D)} = 0 



















れるとすれば、この 3 つ目の均衡を考慮する場合となろう。 
3. おわりに 

























































































































































































3． 国営銀行の努力水準 を増加させると，成功確率 が上がる. 
4． 成功したときの報酬 は努力水準には依存せず，一定でありかつ，成功
報酬は任意の努力  に対する費用 以上であるとする. 
5． 努力水準を増加させると，それに伴って努力費用が増加する. 
 

























z 離散的な努力可能水準  
z 成功確率  
z 成功報酬  
z 努力費用  






























































    表1 全実験・セッションについての努力水準の平均値 
                       補助金がある場合 補助金がない場合 全選択 
グループ1の努力水準の
平均値 
3.710 2.820 3.265 
グループ2の努力水準の
平均値 
4.890 4.070 4.480 
  
表2 全実験・セッションについての個別の努力水準の平均値 




           被験者2の努力水準の
平均値 
3.1 3.1 
           被験者3の努力水準の
平均値 
2.3* 3.5 
           被験者4の努力水準の
平均値 
3.9 3.2 
           被験者5の努力水準の
平均値 
5.3 4.1 
           被験者6の努力水準の
平均値 
5.9 4.6 
           被験者7の努力水準の
平均値 
2.9 0* 
           被験者8の努力水準の
平均値 
2.5 1.3 
           被験者9の努力水準の
平均値 
5 2.7 






           被験者2の努力水準の
平均値 
6.4 6.9 
           被験者3の努力水準の
平均値 
4.2 4.5 
           被験者4の努力水準の
平均値 
3.7 4.2 
           被験者5の努力水準の
平均値 
3.7 4.3 
           被験者6の努力水準の
平均値 
3.6 3.7 
           被験者7の努力水準の
平均値 
4.8 5 
           被験者8の努力水準の
平均値 
3.4 2.7 
           被験者9の努力水準の
平均値 
4.9 4.9 
















































































































                                                  
1  金融監督体制については，安倍(2003)に詳しい． 
2  関志雄(2005)を参照のこと． 
3  中国の金融市場の自由化の進度については，坂下ら(2006)に詳しい． 












9  グループ1では，国営銀行の場合を先に実験した．グループ2では，民営銀行の場合 
  を先に実験した． 
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 第 8 章 財政改革と社会保障財政の変化 
于  洋 (城西大学現代政策学部) 
 
 

































1.2.1 政府間の財政関係  
図表 1、2 に示しているように、1950 年代後半までは、財政収入・支出に占
める中央政府の割合はともに 70%以上になっており、非常に高かったことと、























































































％ 支 出 割 合
収 入 割 合
図表 1  財政収入・支出に占める中央の割合（1953－80 年） 
          出所：『中国財政年鑑 2002』、pp.374-375 より作成。  
 




































































％ 収 入 割 合
支 出 割 合
















図表 3  財政収入の構成（1950-60 年） 
年 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
1950 65 .2 49 .0 75 .2 8 .7 13 .3 3 .3 5 .1 4 .5 6 .9
1951 133 .1 81 .1 60 .9 30 .5 22 .9 8 .2 6 .2 13 .3 10 .0
1952 183 .7 97 .7 53 .2 57 .3 31 .2 9 .7 5 .3 19 .0 10 .3
1953 222 .9 119 .7 53 .7 76 .7 34 .4 9 .6 4 .3 16 .9 7 .6
1954 262 .4 132 .2 50 .4 99 .6 38 .0 17 .2 6 .6 13 .4 5 .1
1955 272 .0 127 .5 46 .9 111 .9 41 .1 22 .8 8 .4 9 .9 3 .6
1956 287 .4 140 .9 49 .0 134 .3 46 .7 7 .2 2 .5 5 .1 1 .8
1957 310 .2 154 .9 49 .9 144 .2 46 .5 7 .0 2 .3 4 .1 1 .3
1958 387 .6 187 .3 48 .3 189 .2 48 .8 8 .0 2 .1 3 .1 0 .8
1959 487 .1 204 .7 42 .0 279 .1 57 .3 0 .0 0 .0 3 .3 0 .7
1960 572 .3 203 .7 35 .6 365 .8 63 .9 0 .0 0 .0 2 .8 0 .5
　　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位 ：億元 、%
合計金額
各種税収 国有企業 ･事業収入 内外債務収入 その他の収入
 出所：『中国統計年鑑 1992』、pp.215-219。 
 























































































1978 年に開催された中国共産党第 11 期三中全会で、中国の経済政策は経済
改革と対外開放の 2大方針に決められた。改革開放が中心となっている市場経
済への転換は、おおむね 4つの段階に分けられる。すなわち、1978 年末から 1984
年までの政策の立ち上げと農村部での実行という第 1 段階、1984 年から 1990
 6















ように現われた。1990 年に指令的計画管理されていた製品は 1979 年の 120 品
目あまりから 58 品目になり、工業生産総額に占める割合も 40％から 16％にま
で減少した。国家計画委員会が調達・配分する重要物質と商品は、それぞれ 256
品目と 65 品目から 19 品目と 20 品目に削減され、国が統括する輸出商品は 900



















































いた。1950 年代半ばから 1978 年まで、財政による経済建設9への支出は約 60％













































































２．１ 1993 年までの財政制度改革 
改革開放政策が実施されてから、財政制度改革は 2段階に分けて行われてき





分收支，分級包干」13、②1985 年から 1987 年までの「划分税種，核定收支，分
級包干」14、③1988 年から 1993 年までの「包干」（「一括請負方式」）という方
式で行われていた。具体的な内容は省略するが、主に財政収支に関する中央と
地方の役割分担についての改革であった。 




































図表 4 財政収入･支出の対 GDP 比（1978-2001 年） 

















































































％ 財 政 収 入 対 GDPの 比
財 政 支 出 対 GDPの 比
 12
中央と地方の収支状況はどのようになっていたか。図表 5、6が示しているよ







































































     出所：『中国財政年鑑 2002』、pp.374-375 より作成。 
 



















































































低下し続ける財政比重を改善するために、財政制度改革は 1994 年から第 2
段階に入った。その中心となっているのは分税制である。1993 年第 14 期三中
全会で採択された「社会主義市場経済体制の確立に関する問題についての決定」
を受け、国務院は「分税制財政管理体制の実行に関する決定」［国発［1993］第































また、前掲図表 5、6を参照することによって、次の 2つのことがわかる。第 1
に、財政収入に占める中央の割合が 1994 年に 1993 年の約 20%から 50%半ばまで
大幅に上昇したことである。今日までわずかであるが、50%を超える水準を維持




























































『中国財政年鑑 2002』に従い計算してみると、1979 年から 2001 年にかけて、
財政支出構造は次のように変化してきた。経済建設費は 60.1％から 34.2％に下






る。1990 年から 1996 年にかけて、社会福利、社会救済および軍人保障におけ
る財政からの投入は 55 億元から 128 億元（15.1％の上昇率）に上昇した［項主
編（1999）、p.241］。 




















































社会保障制度における社会保険改革が 1980 年代半ばから 1990 年代初頭までの
模索期を経て、1993 年頃から加速してきた。1997 年 7 月に、「企業従業員の統
一基本年金保険制度の確立に関する決定」が公布され、それに基づき、新たな
都市部企業従業員基本年金保険制度が創設された。また、1998 年 12 月に、「都
市部賃金労働者の基本医療保険制度に関する決定」が公布され、都市部賃金労
働者の基本医療保険制度が翌年から実施されるようになった。1999 年 1 月に、
「失業保険条例」も公布され、新たな失業保険制度も同年から実施されるよう





























大きな変化が生じた。失業保険の場合は、1998 年から 2001 年まで、保険料収
入に占める企業側の納付割合は 82.6％から 69.6％にまで下落した。一方、従業
員側の納付割合は 1998 年の 17.6％から 2001 年の 30.4％に上昇した。さらに、
企業側の納付額に占める国有企業の割合は、1998 年の 79.1％から 2001 年の
58.1%まで急落した。集団企業の同割合も、1998 年から 2001 年にかけて、10.7％
から 8.0％まで下落した。一方、非国有・非集団企業や単位・社会団体の同割























































































国財政年鑑』によれば、社会保障関係への支出は、1998 年に 595.6 億元で、財




















































































            図表 7  高い保険料率の実態 
　 合　　計 　　年 金 保 険 医 療 保 険 失 業 保 険 労 災 保 険1  介 護 保 険
企業2 従業員 企業 従業員 企業 従業員3 企業 従業員 企業 従業員 企業 従業員
北京F社 31.50 10.50 20.00 8.00 10.00 2.00 1.50 0.50 NA NA ―― ――
北京O社 31.90 10.50 20.00 8.00 10.00 2.00 1.50 0.50 0.40 0.00 ―― ――
天津O社 32.00 11.00 20.00 8.00 10.00 2.00 2.00 1.00 NA NA ―― ――
大連N社 26.00 9.24 19.00 8.00 3.50 0.24 2.00 1.00 1.50 0.00 ―― ――
昆明O社 38.40 11.00 25.00 8.00 10.00 2.00 2.00 1.00 1.40 0.00 ―― ――





































































ってきた。「2 つの確保」ということは、その代表的な措置の 1 つであろう。2
つの確保とは国有企業下崗職工に対する基本生活費と退職者に対する年金給付
の確保ということである。それは、1998 年 5 月に中共中央および国務院が打出
したものである。 






1998 99.7 24.0 75.7
1999 265.0 175.0 90.0
2000 470.6 338.0 132.6
2001 484.3 349.0 135.3
2002 547.0 408.0 139.0
2003 638.9 474.0 164.6




は、中央が 67%、地方が 33%を負担しているようである。また、図表 8を参照す
れば、1999 年以降、2つの確保に対する財政支出が急速に増えていることがよ
くわかる。1998 年に 100 億元未満の財政支出は 1999 年には 265 億元と大幅に































図表 9  社会保障基金の資産状況 
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 合計　
年末総資産(億元） 200.0 805.1 1242.0 1325.0 1711.4 　――
財政からの割当金 200.0 595.3 415.8 49.1 278.5 1538.6
　中央財政予算割当金 200.0 473.5 303.9 ―― 171.0 1148.4
　国有株売却割当金 　―― 121.8 88.1 4.1 47.0 261.0
　福利くじ収入割当金 　―― ―― 23.8 45.0 60.5 129.3
年末総資産に占める財政
からの割当金の割合(%) 100.0 98.8 97.5 95.1 89.9 　――
財政からの割当金に占め
る中央財政の割合(%) 100.0 79.5 73.1 　―― 61.4 74.6



































所得格差について見てみる。31 の省・直轄市・自治区を 2004 年の１人当たり
国内総生産（GDP）順で並べて見ると、もっとも高い上海市は 5,167 ドルに達し























































































の省・直轄市・自治区がある。1954 年 6 月に、大行政区は廃止された。 
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2 中国の国有企業は中央政府がすべて所有しているわけではない。中央政府が所有し
ている企業もあれば、それぞれのレベルの地方政府が所有している企業もある。1954
年に、中央所管の大中型国有企業は一時的に 9,300 社あまりに増えたが、1958 年に、
その数が 1,000 社台に激減した。1980 年に中央が所管している大中型国有企業の数は
2,000 社未満である[張（2001）、pp.79-88]。ちなみに、2001 年末現在、中央政府が管
轄している国有企業数は 1.7 万社で、その総資産は 7.3 兆元に上るが、一方、地方政
府所管の国有企業数は 15.7 万社で、その総資産は 9.4 兆元となっている[『中国財政
年鑑 2002』、p.394]。 
3 工業生産総額の構成を見ると、国有と集団企業の割合は 1950 年にはそれぞれ 32.7%
と 0.8%であったが、1958 年には 89.2%と 10.8%となった。両者の合計が 9割を超える
実態は 1970 年代後半まで続いていた[『中国統計年鑑 1992』]。国有企業や集団企業
が計画経済期における中国経済の担い手であった。 








7 「利改税」は 1983 年 6 月から実施された政策である。具体的なやり方としては、す
べての国有企業から、55％の所得税を徴収するというものであり、実際には 55％の企
業利潤が税のかたちに転換された。納税後の企業利潤は国家と企業の間で配分される。 
8 福利基金は 1969 年に作り出された基金であるが、1979 年に 11%に引き上げられた。
内訳としては、福利費 2.5％、奨励金 3％、医療費 5.5％となっていた。さらに、1993






                                                                                                                                                  
























20 本人平均賃金の 8％というのは、2004 年になってからの基準であるが、1997 年以前








































































































































模は GDP の 50%前後に達し，貿易の重要度は高い．中国はこの中間程度の 30%前
後となっている．ただし，このような差異は固定的なものではない．図１は対
GDP比輸出の推移を示したものである．日本は10%前後で比較的安定しているが，
韓国は 1990 年代前半まで十数%で安定したいたが 1990 年代後半から輸出規模が














1974-1991 年の低成長期では 3.1%，バブル崩壊後の 1991-2006 年では 1.0%と経
済成長が段階的に低下している．韓国は1960年代から経済成長が持続している．
ただし，朴政権が終焉した 1979 年と，東アジア金融危機の影響を受けた 1997
年の翌年がマイナス成長となっている．1980-97年の年平均経済成長率は6.7%，
1998 年以降は 5.0%であり，若干の成長率の低下が始まっている．中国は，天安
門事件の 1989-90 年の経済成長率が 2%台に低下しているが，この２年を含めて







 表４に各国の産業構造を示した．日本では第三次産業の生産割合が 6 割を超
えており，経済のサービス産業化が進展している．中国では，第一次産業は既






















 中国では，労働力人口においても，第二次産業割合は 1980 年の 18%から 2005
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2.2 倍近い．韓国ではさらに格差が大きく 3.6 倍，中国では最高の上海市と最低



























































                                                  
１ 合計特殊出生率は，15歳から 49歳の女性の年齢別出生率の合計で，女性ひとりあ
たりの平均の子供数と解釈される． 
































                                                  
1 もちろん，中国では経済改革に先立つ計画経済時代でも，科学技術や産業技術の研究開発を重視してきた．く
わしくは丸山 [1988]を参照．また，1990年代後半からの現状認識を反映したものとして，たとえば，中国社会科学
院工業経済研究所 [1997][2000]などを参照．とくに，成長方式の転換については中川 [2007]を参照． 




























































































現在かかえる課題についてケース・スタディする．そのために筆者は 2007 年 8






話サービスへは 1990 年代末から毎年約 6,000 万人の新規ユーザーが加入するよ
うになり，2007 年 9 月末時点のユーザー数は 5 億 2,000 万人以上であった（中








                                                  
6 中国の携帯電話機産業についてくわしくは，信息産業部経済体制改革与経済運行司 [2003]，今井 [2006]，木






























遂げた．地場企業の生産量は 1999 年には約 100 万台だったが，2003 年には約
5,000 万台にまで増加した．また，中国市場における地場ブランドのシェアも


















表 1 主要企業の中国市場シェア，1999～2006 年 
単位: %
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
外資系企業
モトローラ 39.4 35.4 29.3 28.5 9.3 8.9 13.3 24.1
ノキア 32.3 25.1 22.3 18.2 11.1 15.0 23.8 33.6
シーメンス 6.0 8.1 9.7 4.7 2.5 1.4 n.a. n.a.
ソニー・エリクソン 6.4 9.2 6.5 2.1 1.1 2.9 4.1 7.4
サムスン n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 8.3 9.6 9.0
フィリップス n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 2.8 n.a. n.a.
地場企業
波導 n.a. 3.2 6.4 9.9 14.2 10.2 6.1 4.1
TCL n.a. 1.0 3.0 8.7 11.2 6.5 3.7 1.9
康佳 n.a. n.a. n.a. n.a. 6.2 5.8 2.8 2.5
聯想 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 4.7




          2005年：諾盛電信諮訊（Norson Telecom Consulting）．







年 8 月 24 日）．地場企業の成長によって急拡大するローエンド機市場が無視で
きないものになってくると，外資系企業もローエンド機の市場投入を増やすこ
とで，ハイエンド機に偏っていた製品ラインナップを拡張させるようになった10．























                                                                                                                                                  
いる．とくにノキアは中国をはじめとした新興携帯電話機市場のシェアを獲得することを経営戦略の柱としている． 

























































































機種が発売されている（外資系企業 A 社でのヒアリング，2007 年 8 月 24 日）．
                                                  





































2007 年 8 月 28 日）．しかし，開発・設計経験の乏しい地場企業も，MTKのプラッ
トフォームを利用することで，高機能・多機能型機を短期間に低コストで開発・
設計することができるようになった．地場企業の携帯電話機に占めるMTKのプラ
ットフォームは 2004 年には 13%の採用率だったが，同社の製品が地場企業のニ




15 MTKの動向についてくわしくは許・今井 [2007]を参照． 
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F kck −= − ααατλπ 1 ． 
したがって，先発企業にとっての最適価格pFは以下のように決まる． 
α
fF cp = ．                                 (3) 










10,1 ≤≤= − βξ ββ bf kky ．                          (4) 
 
となる．なお， である．先発企業と同様にして，後発企業のββ ββξ −−−−= )1()1(
 20
収入 Rは， 
































1)(/ ≥βBF pp βββ /)1()( −= aA
bc
fcA ≤)(β                                    (6) 
なお，以下では，cf/cbをωと表す．あるβの下で，この価格比に関する条件を
後発企業が満たすとき，成長を実現することができる． 
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